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【調査目的】

【主な調査項目】

【調査対象】

道内に所在する地域包括支援センター、特定障害者相談支援事業所、生活困窮者自立相談支援事業所

【調査件数】

８３２件

（地域包括支援センター278カ所、特定障害者相談支援事業所505カ所、生活困窮者自立相談支援事業所49カ所）

【回答件数】

４１６件（回収率５０.０％）

　支援を必要としているケアラーの早期発見や適切な支援につなげるための方策を検討するため、ケアラー本人が抱

える悩みのほか、関係機関における取組状況などを把握することを目的に実施。

・事業所種別　・回答者の職種　・ケアラー等からの相談について（ケアラー支援の認知度、相談の状況）

・ケアラーに関する支援について（サービス以外の支援、相談に繋がらない理由）

・支援に繋がらない事例への対応について



１　調査回答状況

〇事業所種別の回答率をみると、「生活困窮者自立相談支援事業所」が

81.6％で最も高く、次いで「地域包括支援センター」が75.9％であった。

81.6%

32.7%

75.9%

生活困窮者自立相談支援事業所

特定障害者相談支援事業所

地域包括支援センター
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２　回答者の職種（複数回答）

〇回答者の職種をみると、「センター長・管理者」が195件で最も多く、次い

で、「社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士」が152件であった。

195

152

91

86

70

26

3

20

センター長・管理者

社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士

（主任）相談支援専門員

（主任）介護支援専門員

保健師（看護師）

（主任）相談支援員

就労支援員

その他の職種

※ 複数の職種を兼務している場合は、それぞれ

の職種に件数を記載。
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３　回答者の所在地

〇回答者の所在地をみると、「石狩」が23.8%で最も多く、次いで、「上川」

が11.1%、「後志」が9.9%であった。

石狩

23.8%

上川

11.1%

後志

9.9%

十勝

8.7%

胆振

8.2%

オホーツク

7.9%

空知

6.5%

渡島

4.8%

宗谷

4.8%

釧路

4.3%

留萌

3.4%

檜山

2.4%

根室

2.4%

日高

1.9%
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．

４　ケアラー支援に関する認知度

〇ケアラー支援に関する認知度をみると、「全ての職員が知っている」が39.9%にと

どまっている。

全ての職員が

知っている

39.9%

多くの職員が

知っている

23.8%

一部の職員は

知っている

20.9%

いずれの職員も

あまり知らない

13.0%

知らない

2.4%
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５　相談支援機関における相談の状況

〇令和２年度の相談支援機関における相談の状況をみると、「ケアが必要な本人」

からの相談が29.1%で最も高く、次いで「ケアラー」からの相談が21.8%であった。

ケアラー

21.8%

ケアが必要な本人

29.1%
ケアラーと本人の両方

11.8%

その他

37.3%
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６　ケアラー支援の実施状況（複数回答）

〇相談支援機関で実施しているケアラー支援の状況をみると、「家族介護者アセスメントの

実施」が41.6%で最も高く、次いで「介護知識や技術を伝える取組」が28.8%であった。

24.8%

12.0%

1.7%

12.7%

14.7%

27.9%

28.8%

41.6%

行っていない

その他

家族介護者への自己チェック票配布

介護者サロンの設置

ケアラー同士の交流会の開催

相談しやすい窓口の設置

介護知識や技術を伝える取組

家族介護者アセスメントの実施
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７－１　必要と考えるケアラー支援の内容（複数回答）

〇ケアラー支援として必要なことをみると、「ケアラーの早期発見と相談支援」が71.4%で

最も高く、次いで「関係機関の連携などサービス提供体制の整備」が62.7%であった。

5.0%

44.2%

57.0%

62.7%

71.4%

その他

ケアと仕事などの両立支援

ケアラー支援に関する理解の促進

関係機関の連携など

サービス提供体制の整備

ケアラーの早期発見と相談支援

7



７－２　道や市町村に求める取組内容（複数回答）

〇ケアラー支援にあたり道や市町村が取り組むべき事項をみると、「相談窓口の設置、相談

に応じる人材の養成・確保」が63.5%で最も高く、次いで「ネットワーク構築などサービス提

供基盤の整備」が61.3%であった。

3.8%

49.3%

53.4%

61.3%

63.5%

その他

職場の理解の促進

道民のケアラー支援に関する

意識醸成

ネットワーク構築など

サービス提供基盤の整備

相談窓口の設置、相談に応じる

人材の養成･確保
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８　相談に繋がらない理由（複数回答）

〇ケアを必要としている人が相談支援に繋がらない理由をみると、「家族がケアをするのが当

たり前だと思っている」が63.7%で最も高く、次いで「公的サービスを知らない」が59.4%で

あった。

26.4%

54.1%

59.4%

63.7%

その他

家族で支えられると考えている

（家族がケアをするのでサービス利用の必要がない）

公的サービスを知らない

家族がケアをするのが当たり前だと思っている

（ケアを必要とする人がサービス利用の希望がない）
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９　相談があっても公的サービスの利用に繋がらない事例の有無（複数回答）

〇相談があっても公的サービスの利用に繋がらない事例の有無をみると、「有」が54.7%、

「無」が45.3%であった。

有

54.7%

無

45.3%
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10　相談があっても公的サービスの利用に繋がらない理由（複数回答）
〇相談があっても公的サービスの利用に繋がらない理由をみると、主にお世話を必要として

いる人側の理由では「家庭内の問題を相談することへの抵抗感」が25.5%、ケアをしてい

る側の理由では同じく、「家庭内の問題を相談することへの抵抗感」と「公的サービス利用

への経済的な不安」が26.7%で最も高かった。

24.3%

20.9%

25.5%

15.9%

25.2%

公的サービスを利用する場合に

経済的な不安がある

公的サービスの内容を

理解していない

家庭内の問題を相談すること

への抵抗感

家族がケアをするのが当たり前

だと思っている

家族によるケアを望んでいる

7.7%

14.7%

26.7%

16.8%

26.7%

14.4%

20.9%

その他

地域のサービス提供体制が不十分

公的サービスを利用する場合に

経済的な不安がある

公的サービスの内容を

理解していない

家庭内の問題を相談すること

への抵抗感

家族がケアをするのが当たり前

だと思っている

家族で支えられると考えている

（お世話を必要としている人側の理由） （ケアをしている側の理由）
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11　支援に繋がりにくい家庭を支援に結びつけるために必要なこと（複数回答）

〇支援に繋がりにくい家庭を支援に結びつけるために必要なことをみると、「本人や家

族に支援が必要なことを理解してもらう」が58.2%で最も高く、次いで「関係機関と

連携した支援ニーズの把握」が57.9%であった。

5.3%

27.6%

34.1%

56.3%

56.3%

57.9%

58.2%

その他

相談支援機関や事業所職員へのケアラー支援

に関する理解の促進

ケアラー支援に対する社会的認知度の向上

電話連絡や家庭訪問の実施

民生委員など身近な支援者からの情報取得

関係機関と連携した支援ニーズの把握

本人や家族に支援が必要なことを理解してもらう
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